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近畿中央病院に関する要望書 
 
 日頃のご活躍に敬意を表します。 
 さて、伊丹市は昨年、市立伊丹病院と近畿中央病院の連携等を協議する「市立伊丹病院のあり方
検討委員会」を設置し、2 月 5日にその報告書が提出されました。その報告書で「市立伊丹病院は
近畿中央病院と統合…をめざすべき」としたことで、市民の間から「近畿中央病院がなくなるので
は」「市内南部から総合病院がなくなると気軽に病院に行けない」との危惧の声が上がっていま
す。その声は、近畿中央病院が公立学校の教職員の健康維持のみならず、地域の医療ニーズに応え
るために日夜ご奮闘され、地域にもなくてはならない病院として存続しているからにほかなりませ
ん。 
 一方、「検討委員会」報告書は、今後検討していく上での留意事項として「市立伊丹病院と近畿
中央病院の統合を前提とした協議を公立学校共済組合との間において進めることができるよう調整
を図ること」としており、統合を前提とした協議を進めようとしています。 
 このような病院の統合再編の動きは全国的に進められており、その背景には安倍政権が進める将
来必要な病床を 33 万床減少させる医療費削減政策があります。必要な人が医療を受ける権利を保
障するため、診療報酬の改善も含めた国の政策の転換が必要と考えます。 
 つきましては、貴組織が伊丹市と協議するにあたって、下記の点を十分留意していただくようお
願いする次第です。 
 

記 
 
１．近畿中央病院が市内南部地域で地域医療のニーズに応えて果たしてこられた役割を十分認識し
ていただき、存続していただく方向で議論をしていただくこと。 

２．したがって、「検討委員会」が統合を前提とした協議を進めるとされていますが、統合によらな
い方法(連携等)も含めて、地域の医療ニーズを十分踏まえたうえで協議していただくこと。 

３．統合を前提とした協議となると、設置主体が異なる病院の統合となるため統合後の病院が地方
独立行政法人化等民営化される可能性があります。そうなると、医師・看護師・事務職員等医療従
事者の身分や賃金、労働条件に重大な問題が生じることになります。また、市立伊丹病院にとっ
ては公的責任があいまいになり、採算優先でサービスが切り捨てられるとともに、議会の関与・
チェック機能が後退することにもなる恐れがあります。 

  これらのことも十分配慮した協議をお願いいたします。 


